
　岸田政権が進める敵基地攻撃能力と大軍拡は、憲法に違反し、
自民党政権が言ってきた「専守防衛」すら投げ捨てるもの。日
本を戦争国家につくりかえる歴史的暴挙です。国連憲章違反の
先制攻撃に、米軍の指揮下で日本の自衛隊が参戦、日本に戦火
を呼び込む道です。
　日本共産党は党をつくって101年、反戦平和をつらぬいた
政党です。憲法９条を生かした｢外交ビジョン｣を提案し、すべ
ての国を包摂する平和の枠組みをつくり、戦争の心配のないア
ジアの実現をめざしています。これはアジアの政党の総意にも
なっています。この道でこそ平和を守ることができます。

　日本共産党は、賃金が下がり、長期の経済低迷が続く下での
物価高騰という危機を打開するため、「緊急提案」を発表してい
ます。
　物価高騰､コロナ禍からくらし守る政治に。大企業の内部留
保への時限課税で中小企業を支援し最低賃金1500円に。消費
税５％へ緊急減税。フリーランスなど零細業者へのインボイス
中止。物価高にみあう年金アップを。高齢者の医療費負担増、
介護保険改悪は中止を。教育費など子育て支援を。大軍拡をゆ
るさず、くらしと経済を立て直すために全力をあげます。

原発推進ゆるさない

　岸田政権は財界の言いなりに老朽原発の使用延長や、新型炉
への置き換えを打ち出しました。｢原発安全神話｣を復活させる
原発回帰は許せません。
　伊方原発廃炉で、愛媛も全国も原発ゼロへ。原発推進政策へ
の転換を許さない意思を示しましょう。
　気候危機打開のため、海外の化石燃料依存から、国産の再生
可能エネルギーヘの大胆な転換を進めます。そうしてこそ地域
に仕事と雇用を生み出し、地域経済振興の力にもなります。
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田中かつひこ田中かつひこ

　国に消費税減税やインボイス中止を求める声に対
し､県議会の自民､公明､愛媛維新などは背をむけて
います。統一協会問題でも､徹底解明を国に求める
意見書に賛成したのは､松山市･上浮穴郡区選出で
は、田中かつひこ県議を含め、わずか３人だけ。
　県民の世論と結び､声をあげていくにも､共産党の
議席は欠かせません。
　大軍拡に加え核武装まで主張し､原発回帰をけし
かける日本維新の会など、岸田自公政権の補完勢力
にもノーの意思を示しましょう。

各会派の請願などに対する態度

統一協会徹底解明求める請願

消費税減税求める請願

インボイス中止を求める請願

原発新増設等の撤回を求める請願

食料自給率の向上を求める請願

学校給食の無償化を求める請願
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1967年生まれ 徳島県出身 運輸省(現国土交通省)勤務をへて、
｢しんぶん赤旗｣愛媛県記者や党県書記長など歴任。現在、党愛
媛県委員会副委員長。2015年県議選に初当選。
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